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東三河広域連合(仮称)の概要 
 東三河8市町村で構成する東三河広域協議会は、5月15日、平

成26年度中に発足を目指す広域連合の設立準備検討部会の初

会合を開きました。東三河広域協議会では、これまで新たな広域

連携体制として「広域連合」を軸に検討してきましたが、その結果

として、昨年11月に東三河広域連合(仮称)の概要を取りまとめま

した。以下に、その要旨を紹介します。 

【基本方針(案)】 

■設置目的 

①新たな地方行政のトップランナーを目指します。 

基礎自治体の共同体としては全国に例のない総合的な広域

連合をつくり、新たな地方行政の形を発信します。 

②東三河がスクラムを組んで地域力を高めます。 

「地域力」の向上に向け、東三河がこれまで以上に一致団結し

て取り組むために広域連合をつくります。 

■取組みのねらい 

1. 東三河全体の新たな広域行政を展開します。 

2. 権限の移譲を受け地方分権改革を進めます。 

3. 既存の事務を共同処理し事務の効率化を図ります。 

【組織体制(案)】 

○広域連合委員会 

広域連合の運営上の重要事項に関する基本方針及び処理方

針を決めるため、構成団体の長で構成する。 

○広域連合議会 

基本的に普通地方公共団体と同様の権限を有する議会を設

置する。議員は人口規模等に応じて各市町村から選出する。

議員の定数は17名程度を想定。 

○事務局 

本部事務局は、広域連合の組織の中核を担う事務局として各

市町村から独立した形で置き、総務、企画、財務、議会事務等

を処理するとともに、東三河の地域力、自立力の向上に向け、

広域的な政策を推進する。 

事業部事務局は構成団体の各部署に分散させて配置し、各市

町村から派遣された職員が集まり、当該事務を専門的に共同

して処理する。 

○選挙管理委員会、監査委員、公平委員会を置く。 

 

 

 

 

 

 

【取組みのイメージ】（検討対象候補となる事務） 

○本部事務局の事務として 

三遠南信地域連携ビジョンの推進等、東三河産業振興ビジョ

ン、東三河広域観光ビジョン、東三河広域新エネルギービジョ

ン、など 

○事業部事務局の事務として 

介護保険事業(介護認定審査会の共同設置及び運営)、障害

者区分認定審査会の共同設置及び運営、航空写真の共同撮

影、公共施設の共同利用、総合防災拠点施設の整備、消防防

災ヘリコプターの導入、など 
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 平成25年度は佐原市政2期目の実質的な初年

度となります。予算大綱によれば、地方分権が進展

する中、地域力を結集して圏域としての存在感を

示していくことの必要性から、東三河において総合

的な広域連合を目指すとしています。また新年度、

次なるまちづくりの舞台への一歩を踏み出すため、

中心市街地の活性化、道路や港などの広域的な

社会基盤整備促進、社会資本を活かした地域の

活性化、未来を担う子どもたちがしっかり学ぶこと

ができる環境づくりに取り組むとしています。 

 予算編成にあたっては、重点化事項として、「産業

振興とにぎわいの創出」「防災対策の強化」「保健・医療・福

祉の充実」「環境対策の推進」「教育・文化の充

実」を掲げています。予算額は、一般会計は1,201

億円(前年より3.8％増)、特別会計は751億円(前

年より1.5％増)、企業会計は491億円(前年より

1.6％増)となりました。 
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 皆様との情報

交換の機会とし

て、市政懇談会

を以下のように
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 予算委員会における、豊田一雄が行った主な質疑の概要

は以下の通りです。 

★高齢者用肺炎球菌の予防接種費の一部公費負担 

【質問】 肺炎は日本人の死亡原因の第3位に位置する病気

であり、肺炎の予防や重症化を防ぐために、肺炎球菌ワクチ

ン接種の効果が期待されている。75歳以上の希望者に3千

円の公費助成をすることは有意義なこと。ワクチンの効果は

5年程度持続すると言われているが、接

種履歴の管理や毎年接種の防止の方策

をどのように考えているのか 。 

【答弁】 25年度は予防接種をする時に、

医師の問診の中で接種歴の確認をする。

今後は、助成した方については接種履歴

を管理していく。 接種後は、医療機関のご協力のもと、接種

日を入れた「肺炎球菌ワクチン接種済みカード」を配布する。 

40歳以上の希望者には健康手帳を交付しており、予防接種

の記録の欄の活用をお願いしていきたいと考えている。  

【まとめ】 この施策は肺炎の予防あるいは重症化を防ぐとい

うことであり、体力が低下している高齢者に情報が届かない

ということでは意味がない。重症肺炎の減少の推移など効果

を検証しながら、周知方法についても改善を加えながら進め

ていただきたい。 

★東三河の自然の日本ジオパーク認定に向けた取り組み 

【質問】 東三河の自然遺産を「日本ジオパーク」への認定を

目指すためということで、自然史博物館で「東三河ジオパー

クに関する展示・イベントの開催」の予算が計上されている。

ジオパーク認定申請することの意義と

認定までの手順について伺う。 

【答弁】 東三河の自然遺産には中

央構造線の崖、乳岩峡、湯谷温

泉、阿寺の七滝、葦毛湿原、片浜

十三里、日出の石門など学術上

重要なジオサイトがあり、現地で

それらの成り立ちや仕組みを学ぶことで科学教育が推進で

きる。 自然遺産の整備や保全に取り組むことで、観光資源

としての価値が高まり、防災意識の醸成にもつながる。 

 認定に向けては、まず優れた自然遺産を掘り起こし、ジオ

パークに関する教育普及活動を実施する。そのためにジオ

パークを運営する組織・体制づくりが前提となる。ここまで準

備が整った段階で、ジオパークをめざす行政が、日本ジオ

パーク委員会へ認定申請ができる。認定後、日本ジオパー

クネットワークに加盟、ジオパークを名乗ることができる。  

 【まとめ】 ジオパーク認定には東三河の他自治体と協議会

等をつくることも必要になってくると思われる。早急に連携を

呼び掛けるべきではないか？ 検討中の広域連合のテーマ

の一つとし て取り上げることも考えて欲しい。 

★外国語版「豊橋ほっとメール」  

【質問】 24年3月から外国語版「豊橋ほっとメール」の配信が

開始されたが、その登録状況は日本語版の登録アドレスが 

18,098件に対し、英語版が23件、ポルトガル語版は94件と

のことだった。日本語がわからない外国人にとって、リアルタ

イムで災害情報を入手できるこのほっとメールは大変貴重な

ものだと思うが、登録数があまりにも少ない。25年度では目

標登録数をどの程度と考え、登録促進に向けてどのような

方策を考えているのか。 

【答弁】 外国語版ほっとメールを整備し1年が経ったが、現

在、豊橋市の外国人の内、登録人口割合は約1％弱の状況

にある。多くの方が登録することが、速やかな避難行動に結

びつくと認識しており、現在の登録数の2倍増を目標に働き

かけをしていきたい。 

 これまで広報とよはし、市ホームページ、災害時通訳ボラ

ンティア説明会や外国人就労研修会などで啓発を進めてき

た。今後は、関係部課はもとより、外国人の多く居住している

自治会や、豊橋市国際交流協会、豊橋ブラジル協会など民

間団体とも協力、連携し、様々な方法でほっと

メール登録に向けた啓発を行っていきたいと考

えている。 

【まとめ】 現状の倍にすることが目標とのことだ

が、それでもまだ少ない。いろんな機会をとらえ

て宣伝して欲しい。 

 現状を見る限り、ほっとメールのことが口コミで伝わってい

ないように思われるが、もしかすると今のほっとメールが使

い勝手が悪い部分があることも心配しなければならないの

かと思う。現在の利用者に使い勝手などについて、感想や

意見を聞くことを考えていただくことを期待する。 

★地域の元気臨時交付金事業  

【質問】 25年度補正予算には、国の「地域の元気臨時交付

金事業」6億4千5百万円が計上されている。総額では13億

円が交付される見込みだが、今回は概ねその半額を計上し

たというもの。そして、その内訳としては、総務費、衛生費、

土木費、消防費、教育費など多岐にわたって使途が示され

ている。国が行うデフレ脱却に向けた「三本の矢」の一つで

ある財政措置が、豊橋市ではこういう形で行われたというこ

とが市民にわかりやすく行われることで、より地域の元気に

つながるはず。残りの6億5千万円については、本市にとって

特に重要かつ緊急性の高い部分に集中的に投じていくとい

うことが必要なのではないか。残り半額の使途をどのように

検討していくか、考え方を伺う。 

【答弁】 国は、補正により大規模な公共投資を追加し、経済

の活性化を図ることとしていることから、市としても、国と歩

調を合わせ、地域経済の活性化につながる事業を実施する

必要があるものと考えている。したがって、元気臨時交付金

3月議会予算委員会での質疑（要旨） 
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予算委員会では、平成25

年度予算や国の「日本経

済再生に向けた緊急経済

対策」 に基づく補正予算

について質疑しました。 



★ 持続的に「自助、共助」ができるまち・・・三世代同居等 

 「ともに生き、ともにつくる」を基本理念とする第五次総合計

画がスタートしてまもなく2年が経過しようとしているが、未だ

自治会加入世帯の増加は見られず、そのリーダー後継者の

発掘に苦労しているところが多い。 

 今回、自助・共助に深い関係があると考えられる、市民の

世帯構成の推移に着目をしてみたところ、近年、三世代世帯

が減少し、一人暮らし世帯が増加する傾向が見られた。核

家族についてはほぼ横ばい。つまり、三世代世帯から核家

族化を経て一人暮らし世帯への移行が進んでいると考えら

れる。  

 一般的に、三世代世帯は自助の力があり共助の担い手に

もなり得る。一人暮らし世帯はその逆と考えられる。持続的

に「自助、共助」ができるまちであるためには、三世代世帯の

減少を食い止めることが急務ではないか。そこで、以下につ

いて伺う。  

1. 「自助、共助」の充実状況の認識と課題について 

2. 三世代同居世帯が減少を続けていることの課題と対応に

ついて 

【答弁】 単身世帯、賃貸住宅世帯などの近所づきあいの希

薄化による自治会への加入率の減少や自治会をはじめ各

種団体における地域コミュニティのリーダーの高齢化、人材

不足などを課題と考えている。 

 「まちづくり講習会」など、地

域のまちづくりのリーダー育成

への取り組みを継続して実施

することにより、自助、共助に

よるまちづくりを推進していき

たい。今後は、市民協働推進補助金などを通じ、様々な活動

をしている団体の情報を地域コミュニティに提供し、連携した

まちづくりが行える仕掛けづくりを進めていきたい。 

 三世代同居世帯の減少については、結果として共助で支

えられる高齢者の一人暮らし世帯の増加につながっている

と考えている。他都市において同居を勧める施策を実施して

いる事例も参考に、三世代同居、近居を支援する制度につ

いて勉強する中で、「ともに生き、ともにつくる」まちづくりを推

進していきたい。 

【まとめ】 三世代家族が核家族に移行していく事情は、経済

的な問題によるというケースばかりではないことを考えると、

三世代で暮らすことの大切さを、どのようにして市民の理解

を促進していくべきか、ということについてもしっかり研究して

いただくことを期待する。 

 一般的に、行政施策では市民に行動変容を求める時、い

わゆる飴と鞭による外発的動機付け

によることが主だった。自助・共

助を進めるということであれば、

自分の利益より、まず全体の利

益の最大化を考える市民を増や

すことが大切。そういう意味で

は、自分の内面から意欲をわか

せる、内発的動機付けにより市

民の行動変容を促す施策も研究していただきたい。 

★先端技術を活かした新産業拠点形成 ・・・ロボット産業等   

 新産業育成に向けた大学の先端技術研究支援ということ

について、どのような新産業を形成していくのかというビジョ

ンを創り、戦略的に進めるということが必要なのではない

か。このビジョンが明確になることで、研究助成を特定分野

に集中的に行うことが可能になり、産業界とも協調した支援

も考えられるようになる。さらに、周辺自治体との広域的連

携による支援も

あり得るのでは

ないか。 

 そのビジョンの

産業領域につい

ては、豊橋の既

存の蓄積と強み

を十分に活かし

たものであること

が実現可能性を高めるために必要なことと言える。本市に

は、産業の中核をなす自動車関連の製造業における技術や

経験の豊富な蓄積があり、豊橋技術科学大学にはパワーア

3月議会での一般質問 (要旨) 

議会での発言について

は、下記のホームページ

に詳細な記録を掲載して

います。 
http://toyo.pbeins.net/cc.html 

Page 3 

の残りの使途については、「地方の資金調達

に配慮し、経済対策の迅速かつ円滑な実施

を図る」とした元気臨時交付金の趣旨を踏ま

え、交付限度額の算定結果を見て、財政状

況や事業効果を勘案する中で、活用方法を

慎重に検討していきたい。  

【まとめ】 地域の元気臨時交付金事業の狙い

は、デフレ脱却ということにある。厳しい財政

事情の中では実現困難だったものに取り組

むことや、市民が国の取組みの本気度を感じ取る

ことができるような形にすることが大切ではないか。

そういう意味で、この交付金を豊橋市はこういう形

で使うということを、簡潔かつ明瞭に市民に示せる

ものにすることを考えていただくことを期待する。 

※この他、  「多文化共生の視点を取り入れた防災

訓練」、「多文化共生推進計画の策定」、「動植物公

園整備基金寄附金」についても質疑しました。 

豊田一雄 市政レポート  「きずな」  “豊かさを未来へ” 



豊橋市議会会派 

新政未来だより 

 新政未来は3月定例議会において、坂柳泰光会

長が、[新年度予算編成に対する市長の市政運営]

[愛知県・東三河県庁や東三河市町村との連携によ

る産業・地域振興への取り組み][豊橋総合動植物

公園「のんほいパーク」100万人プロジェクト推進]に

ついて代表質問を行ったほか、豊田一雄を含む6名

が一般質問を行いました。そのテーマについては、

下記のホームページに掲載しています。 

http://www.geocities.jp/sigimirai/ 

 また、5月15日には執行部の改選を行い以

下の体制となりました。 

会長：坂柳泰光 副会長：杉浦正和 

政調会長：豊田一雄 

副政調会長：渡辺誠、近藤喜典 

◆東三河環状線の牛川トンネル(仮称)建設工事開始 

 3月27日、東三河環状線牛川ト

ンネル(仮称)の建設現場で、豊橋

市長、豊川市長などが出席し安全

祈願祭が行われ、翌日から建設

工事がスタートしました。 

 トンネル本体の工事は平成27年

3月までに終える契約となっていま

すが、順調に行けば平成26年秋

には完成する計画により進められ

ています。本体工事完成後は、ト

ンネル内照明工事や接続部分の

道路改良及び舗装に約1年を要す

と言われてます。そのため、供用

開始は早ければ平成27年秋にな

る見込みとなっています。 

 トンネルの延長は630mで、1期

は(2期目の時期は未定)片側1車

線で往復2車線の道路が設けられ

ます。 

 工事は当初日中のみ行われていましたが、防音扉の完成した5月

半ば以降は7時から18時と19時から翌朝6時までの2直による、昼夜

を通しての工事となります。ただし、24時から朝6時までは大きな騒

音を伴う作業は行わないこととしています。掘削により生じた土砂に

ついては、同じ東三河環状線の盛土場所である石巻校区(石巻本

町)に用います。搬出ルートは、トンネル工事現場から南進し国道1

号線まで出て西進。瓦町の信号を北進することになっています。 

多米の地域情報 

シスト技術や高機能センサーの先進的な研究実績、2010年に設

置された「人間・ロボット共生リサーチセンター」などがある。このよ

うなことから、今後の本市に築くべき産業拠点のテーマとして、ロ

ボット産業は有力な候補として検討に値するのではないか。そこ

で、以下について認識を伺う。  

1. 新産業拠点形成に向け、ビジョンと戦略の確立について  

2. そのテーマとしてロボット産業を検討することの妥当性について  

【答弁】 自動車産業における次世代自動車関連の研究開発や農

業を活用した農工商連携による新農業への取り組みなどが活発な

展開を見せ始めており、このような段階において、それぞれの分野

での明確な目標やその実現のための戦略を示していくことは、今

後の事業推進に向けて効果的なものになると認識している。新た

な付加価値を創造した新産業の集積を図るためには、本市のみな

らず、東三河地域、あるいは浜松市を中心とする西遠州地域など

を対象とする広域的な取り組みが効果的と考える。産業振興に関

する民間も含めた関係機関の一体感を醸成していくためには、地

域の特色を活かした産業集積の方向性をビジョンなどの形でお示

ししていくことが重要になると考えている。 

 地域産業の強みを活かしたプロジェクトを積極的に推進している

が、それらの実現をより加速させていくために「ロボット産業」を一

つのツールとして、各分野発展の横串となるよう積極的に取り入

れていくことは、それ自体が一つの産業戦略になり得る。ロボット

分野の活用を図るため、豊橋技術科学大学の人間・ロボット共生

リサーチセンターの革新的な取り組みやインテリジェントセンシン

グなどの先進的な研究を地域産業に活用していきたい。また、同

時に、ロボット利用を促進するための支援方策などについても具

体的な検討を進めていきたい。  

【まとめ】 東三河広域連合での検討候補にあがっている産業振

興ビジョンでは、是非とも「新産業拠点形成ビジョン」の作成を目

指すことを検討していただきたい。豊川流域をシリコンバレーなら

ぬロボットバレーにすることを目指して、まずはロボット需要を喚

起する施策の実現に期待する。 

 トンネルの南側入り

口付近(多米側)には

プレハブ作りのコミュ

ニケーションハウスが

設置されており、日中

は担当者が常駐して

います。疑問な点、心

配な点などはこちらで

受け付けています。ま

た、トンネルの掘削状況の映像もここで見ることができます。 

※工事状況については下記のホームページでご覧になれます。 

http://ushikawa.tunnel-work.com/ 
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メルマガ「きずな」を月2回程度配信しています。こちらのページ

からお申し込み下さい。  http://toyo.pbeins.net/mm.html 


